
職員の再就職先の公表について

職員の再就職については、民間企業に再就職した場合の県への営業活動の自粛や、高

知県職員退職予定者人材バンクの設置による退職予定職員の情報提供及び管理職員の再

就職状況の公表により、その透明性と公平性の確保等に取り組んできたところです。

こうした中、地方公務員の退職管理の適正化を図ること等を目的として平成２８年４

月１日に地方公務員法（以下「法」という。）が一部改正されたことを受けて、当県にお

いても、「高知県職員の退職管理に関する条例」（以下「条例」という。）及び「高知県職

員の退職管理に関する規則」を制定し、再就職した元職員からの働きかけの規制を導入

するなど、より一層の職員の退職管理の適正化に取り組んでいるところです。

さらには、これらの取組に加えて、退職者等の再就職までのプロセスを明確化し手続

の透明性を確保するため、従来までの高知県職員退職予定者人材バンクを廃止し、平成

２９年１０月２７日に「高知県退職職員等人材活用センター（無料職業紹介所）」を設置

しました。

この度、上記の条例等に基づき届出のあった管理職員の再就職の状況及び高知県職員

の退職管理に関する取扱要綱に基づく高知県退職職員等人材活用センターを利用して再

就職した者の状況をそれぞれ別添のとおり取りまとめましたので、公表します。

【概 要】

＜管理職員の再就職の状況＞

平成２９年度（平成２９年４月１日から平成３０年３月３１日までの間）に退職した管理職員の総

数は３０人。うち再就職に係る届出書の提出等のあった者（再就職先の役職を離職している者を除く。）

は２４人（８０．０％）。再就職先の区分ごとにみると、多い順に、財団法人・社団法人９人（３７．

５％）、地方公共団体と営利法人がそれぞれ５人（２０．８％）、その他３人（１２．５％）、その他の

非営利法人２人（８．３％）となっている。県が出資している団体への再就職は２４人中６人（２５．

０％）。

平成３０年度（平成３０年４月１日から平成３１年３月３１日までの間）に退職した管理職員の総

数は４１人。うち再就職に係る届出書の提出等のあった者は３０人（７３．２％）。再就職先の区分ご

とにみると、多い順に、財団法人・社団法人１０人（３３．３％）、その他７人（２３．３％）、その

他の非営利法人と営利法人がそれぞれ６人（２０．０％）、地方公共団体１人（３．３％）となってい

る。県が出資している団体への再就職は３０人中１１人（３６．７％）。

全体では、退職した管理職員の総数は７１人。うち再就職に係る届出書の提出等のあった者は５４

人（７６．１％）。再就職先の区分ごとにみると、多い順に、財団法人・社団法人１９人（３５．２％）、

営利法人１１人（２０．４％）、その他１０人（１８．５％）、その他の非営利法人８人（１４．８％）、

地方公共団体６人（１１．１％）となっている。県が出資している団体への再就職は５４人中１７人

（３１．５％）。



＜高知県退職職員等人材活用センターを利用して再就職した職員の再就職の状況（管理職員の再就職

の状況と対象となる職員に重複あり）＞

平成２９年度に退職した職員で高知県退職職員等人材活用センター（以下「人材活用センター」と

いう。）を利用して再就職した者は１９名（再就職先の役職を離職している者を除く。）。再就職先の

区分ごとにみると、多い順に、財団法人・社団法人１１人（５７．９％）、営利法人５人（２６．３％）、

その他の非営利法人２人（１０．５％）、その他１人（５．３％）となっている。県が出資している団

体への再就職は１９人中６人（３１．６％）。

平成３０年度に退職した職員で人材活用センターを利用して再就職した者は１９名。再就職先の区

分ごとにみると、多い順に、財団法人・社団法人９人（４７．４％）、営利法人とその他がそれぞれ４

人（２１．１％）、その他の非営利法人２人（１０．５％）となっている。県が出資している団体への

再就職は１９人中１０人（５２．６％）。

全体では、退職した職員で人材活用センターを利用して再就職した者の総数は３８人。再就職先の

区分ごとにみると、多い順に、財団法人・社団法人２０人（５２．６％）、営利法人９人（２３．７％）、

その他５人（１３．２％）、その他の非営利法人４人（１０．５％）となっている。県が出資している

団体への再就職は３８人中１６人（４２．１％）。
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